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1. 1研究の背景

Y予言命

土木学会のコンクリート標準示方書を縞くときまず討につくのは|コンクリートは所要

の強度・耐久性・水密性ならびに鋼材を保護する性能等をもち、 品質のばらつきの少ない

ものでなければならない」という条文である。 しかしながら、 近年， コンクリ ト構造物

において塩害(頃化物による鋼材腐食)やアルカリ骨材反応による被害等の劣化が生じて

おり、 人々のコンクリートに対する信頼が失われたかの感がある。

コンクリートに携わる研究者および技術者にとって、 コンクリー卜に対する信頼を回復

させることが急務である。 そのためには、 コンクリ ト構造物の設計時において、 施工中

と供周期間中に構造物が作用荷重に対し適度な安全性を有することを確認するとともに、

供j日期間中に十分な耐久性を発持できることを検討しておく必要がある。 このうち荷電に

対する安全性の検討については土木学会のコンクリ ト標準示方書〔設計編〕に詳細な規

定が示されている。 しかしながら、 耐久性の検討については体系的に示されていないのが

現状である。 所要の耐久性を有するコンクリート構造物を建造するためには設計、 施工、

材料等について総合的に検討する必要がある。 このような観点から土木学会lコンクリー

トの耐久設計小委員会」では昭和63年にコンクリート構造物の耐久設計指針(試案)を作

成している。 そもそも" 耐久設計" の概念、がコンクリー卜仁学に導入されてきたのは比較

的最近のことであり、 コンクリー卜情造物の耐久性を定国的に評価するするためには今後、

耐久牲に及ぼす要因を総合的に考慮する必要がある。

コンクリートを劣化させる作用には乾燥湿潤、 加熱冷却、 凍結融解、 アルカリ骨材反応

中性化、 骨材とモルタル悶の熱膨張鼠の差、 各種の協とコンクリート問の反応などの他に

火熱、 雪氷、 海水、 地下水、 油、 酸類などが挙げられる。 これらの中で気象作用に対する

耐久性は避けて通ることが山釆ない必須のものであるが、 被害の激しさから寒冷地では凍

結融解作用に対する抵抗性(以下、 耐凍害性と記す)が特に重要である。 もとよりコンク

リー卜の耐凍害性に関する個々の研究例は我が国に限ってもかなりの民になるが、 今後は

耐凍害性に及ぼす諸要因の影響を総合的に評価することが上記の耐久設計に欠かせないも

のと考えられる。



1.2 コンクリートの耐凍害性に関する既往の研究と問題点

1. 2. 1はじめに

毘外に暴露された混澗状態のコンクリートは凍結作用を受けると内部の水分凍結に伴う

圧力を受け、 コンクリート組織が緩み膨強する。 凍結融解作用を繰り返し受けると劣化が

進行し、 ついには問題担に至ることがある。 しかしながら、 実用上、 AE刑やAE減水剤の

使用により空気泡を迎行したAEコンクリ-トにすれば耐凍害性は増大することが知られ

ている。 ここでは、 コンクリー卜の耐凍害性に関する既往の研究と問題点について、 凍害

機附、 耐凍害性に及ぼす諸要因、 凍害状況及び暴露試験体の長期経年変化、 促進試験方法

の順に述べる。

1. 2. 2凍害機榊に関する研究

凍害機構に関する研究は主としてT. C. Powersを中心とするアメリカボルトランドセメン

ト協会のグループで進められたロPowersらト引は1933年から1961年にかけてコンクリート

の凍結作用について精力的な研究を行っている。Powers 1)は、 1945年iこ、 コンクリートの

凍害を水圧説Cllydlaulic Pressure Theory)で説明した。 この説は、 凍結した水の体積膨

張が未凍結水の移動を引起し、 その際に生じる水圧が凍害の原因となり、 その大きさはぺ

ーストの凍結j夏、 湿潤度、 透水性および空隙までの距隣に左右されるとするものである。

1953年、PowcrsとIIclmulh!J はこの水圧説と実験結果が一致しないことを見山した。 こ

れはセメントペーストの凍結時に水の移動の大部分は未凍結水側ではなく、 凍結傾域に向

かっていること、 凍結速度が早ければ一般に膨張畳が小さくなるという理由から発見した

ものである。 そして、 この凍害の原因を以下のように説明している。 セメントペースト中

の間隙水は弱アルカリ性溶液であることを指摘し、 毛細管中の水はまず、 粗大径の毛布H管

巾で氷昂の生成が始まるがこの結果、 この毛細管内の未凍結分のアルカリ濃度が増加し、

周囲の未凍結のゲ、ル水との間に浸透圧が発生する。 このため、 ゲル水が毛細管中の未凍結

水へ 拡 散し、 未凍結水濃度の希釈が行 わ れ、 この結果、 凍結が始まり、 氷の成長による膨

強圧でペーストを朋墳するとしている。Cordonの解説書1)では、 セメントペースト部の凍

害は最初の水圧説とゲル水拡散税(浸透圧税)で説明されている。

LI lvanB. 9)によれば、 毛細管中の表面の吸着水や未凍結水が凍害に大きい影響を有し、

その過冷却と氷の蒸気圧の差のため、 水が凍ることの出来るより大きい空隙や外表面に移

動しようとするため低抗力を受け、 内部圧力で半結品の氷を生じて朋嬢をもたらすと説明

している。

2 

鎌mらI 0 ) の凍害機構の解釈は、 主として硬化セメントコンクリート内の凍結水はと納

孔構造との関係、 および劣化の様相を考粛して導いており、 通常の凍結融解試験の潟度範

囲に対して以下のようである。

1 )ゲル孔を含めて、 半径数百人以下の細孔中の水分は凍害に関与しない。

2 )、|べ径数百人から数千λまでの細孔中の水分は、 含まれている制孔が小さいほど凍結

温度が低く、 この水分凍結は、 より大きな納孔中の水分が凍結状燃となった段階で、

車IU孔径に依存する沼度で生ずる。

3 ) 半径数千 λ 以上の細孔 内の水分は、 2 )と同様に凍結視度の細孔径依存性をもつも

のの、 。OC付近で凍結する。

鎌田ら1 0 ) はまた、 ゲル水拡散説に否定的でセメント硬化体の焔度変化に伴う膨強収縮

挙動の例を挙げ、 拡散に寄与する水は過冷却水であるとしている。

セメン卜ペーストの凍害は連行空気最によって緩和することが可能であるが、 コンクリ

ートの凍害を論ずる場合には骨材の凍結挙動も考照しなければならない。 骨材の影響に関

してはVerbcckとLandgrcn I 1) 、 Mac l nn i sとLau 12)らが骨材の諸性質と凍結 融解作 用 との

関連性をPowers説の立場から説明し、 さらに、 相骨材の大きさは耐凍害性に大きく影響し

凍っても1ft傷を受けない寸法限界の存在を示した。DunnとlIudec 13 )は'月・材の劣化の主}J�l l羽

は凍結によるものでなくl吸着水の膨張に起因することを提唱し、 凍結しなくても崩壊する

粘土性石灰石骨材の例を挙げている。

1. 2. 3耐凍害性に影響を及ぼす要因

コンクリートの耐凍害性に影響を及ぼす要因は使用材料や配合条件に関する内的要|珂と

コンクリートが受ける凍結融解条件に関する外的要因に大別される。 まず、 内的要因に関

する既往の研究について述べる。

空気述行が凍結融解作用に対して有効であるという報告が1941年にSwayzc 14) によって

なされ、 1941年にアメリカコンクリ-ト協会(A C 1 )により開催されたAE剤を使) 1]し

たコンクリートに関するシンポジウムでも高品質のセメントペーストと'け材を用いて空気

通行を行えば耐凍害性を確保する上で概めて有効であることが確認されたI 5 ) 。

セメントの影響について、 A C 1 201委員会報告I 6) はASTM C150に適合するボルトラ

ンドセメントかASTM C595 tこ適合する混合セメントであれば、 種類が異なっても同程度の

耐凍害性を示すと報告している。 小林ら 1 1) もfts通ボルトランドセメントの品質がコンク

リートの耐凍害性に及ぼす影響は認められないことを確認している。

3 



武田18 ) 、三和19) 、前川ら20) は、粗骨材の規格試験値とコンクリートの耐凍害性と

の関連性について検討している。人工軽量骨材を使用したコンクリートの耐凍害性に関し

ては、KJieger21)が空気量および吸水程度の影響を、国分22) は空気量と骨材最大寸法の

影響を、鎌田ら23 ) は粗骨材付着面におけるきれつの発生を、西岡ら24 ) は吸水量との関

係を強調している。

AE刑および減水斉IJの影響はPowers2. 4)が基本的には明らかにしており、左右凹25) お

よび小林26 ) は空気屋が同程度であっても空気泡の大きさや分布性状の影響が大きいこと

を指摘している。1960年頃から日本で、高性能減水剤が開発され、従来より小さい水セメ

ン卜比でワーカビリチーに富む高強度コンクリ-トの作製が可能となった。高性能減水剤

を用いた高強度コンクリー卜の耐凍害性に関しては、1979年の第1回SuperpJ asticizer

in Conc reteに関する国際会議で議論が始まり、1981年の第2回国際会議ではRoberts と

Sch i ner?' 7)、岡田ら2日) 、小林ら29) 、MaJ h 0 L r a 3 0 ) らがそれぞれ研究成果を報告した。

園内では、後藤と三浦3 1 ) 、服部32) らの研究がある。これらの結果より高性能減水剤を

用いた場合でも適切なAE剤を用いれば耐凍害性のあるコンクリートを作製できることが

亦された。しかし、水セメント比の影響を明確に整理して報告した例はない。

関33 ) はコンクリー卜の凍結水空気量比による配合の決定方法を提案し、永倉34) はコ

ンクリートの配合諸条件すなわち、水セメン卜比、細骨材率、単位セメント量、空気量な

どの祈要素の影響を明らかにした。

特殊な養生の影響、初期材令における耐凍害性等に関する研究例についてはここでは除

外した。

実際のコンクリート構造物の耐凍害性を論じる場合には凍結融解条件に関する外的要因

の影響を検討することが非常に重要であるが、研究例は内的要因に比べて極めて少ない。

これは外的要因の変動幅が大きいこと、試験方法が確立されていないことなどによるもの

と思われる。

長谷川ら35 ) は耐凍害性に及ぼす凍結最低温度の影響を、MaJ i sh 36) は乾燥度合の影響

を明らかにした。また、 田畑ら3 7 ) は乾湿繰り返し性状と耐凍害性の関係を検討している。

三浦ら3 A) はLNG貯蔵用コンクリ一卜製タンクを想定し、極低温の繰り返しの影響を

検討している。

組化ナトリウムや嵐化カルシウムなどの塩類をコンクリート舗装の凍結防止剤として使

用した場合、 ピッチングやスケーリングなどの表面劣化を促進する。このメカニズムは、

4 

毛細管中の塩類の存在が凍結時の浸透圧を高め、未凍結水の空気泡への移動を拘束するた

め凍害が酷くなるというもので、Litv an39.40)は、凍結防止剤がコンクリートの飽和度を

高め、その結果、乾燥しにくくなると指摘している。Verbeck とK 1 i eger4 1)は凍結防止剤

の濃度が3----4%の時にスケーリングを起こすと述べている。lIu dcc42)は凍結防止剤の濃

度が3----5%の時に最もスケーリングが酷く、そのメカニズムを浸透圧で説明している。

以上、耐凍害性に影響を及ぼす要因に関する既往の研究について述べたが、内的要因お

よび外的要因のうち何が主要な要因であるのか、 また、これらの影響を耐凍害性評価に如

何に取り入れるべきか、実験的かっ数値解析的に検討した例は少ない。

1.2.4実構浩物の凍害状況および自然条件下での暴露試験体の長期経年変化

実楠造物の凍害状況の調査例は数多くあるが、たとえば、 Ido rn43)によるデンマークの

港湾精造物、国分ら44) によるコンクリートダム表面郎、Gjj1rv45)によるノルウェーの港

湾構造物、国分46 ) および林4 7 ) による土木構造物、服部48 )および平井49 ) による建築

構造物、 中村50 ) による水路橋の報告などが挙げられる。

自然の気象条件下に暴露した試験体の経年変化に関する報告も数多いが、例えば、

KennedyとMather5 1) によるT reat Isl an d Ma rjneでの暴露試験、Jackson5Z.53) による

27種類のセメントで作製した試験休の10----15年間にわたる暴露試験、 日本大ダム会議コン

クリート凍害実験研究分科会54 ) による大型プロックの長期暴露試験、横山55 ) による人

工軽量骨材コンクリートの暴露試験、長谷川ら5 6 ) による凍害の地域差に関する長期暴露

試験などがある。

わが国における実情造物の凍害調査や暴露試験は個々の機関や研究者により実施されて

きた傾向がある。気象条件の相違、構造物の種類、コンクリート品質の相違などを考慮し

て実施した例は少ないが、 前記の長谷川ら56) 、北海道大学建築工学科の研究者グループ

が凍害の地域差を考慮した暴露試験を実施しているのは注目される。今後、暴露試験を実

施する場合には、コンクリー卜の内的要因と気象条件による外的要因の影響を考慮した試

験計画が必要と思われる。

1. 2. 5耐凍害性判定のための促進試験方法

凍結融解作用の促進試験方法は、 ヨーロッパを主体とするRILEM67)の方法、 アメリカの

ASTM-C66658)のA法およびB法などで規定されているが、これらをさらに合理的にする研

究も行われている。Powers5)は供試体の膨張量によって耐凍害性を試験する方法を提案し

ており、t\rniら59 ) はアメリカにおける試験方法について報告している。また、Wi Ils 

5 



ら6 0 ) およひ�Cady6 1) は膨脹昆による評価万法の研究結果を報告した。 鎌田ら62-64)は凍

結融解サイクル後の残悶膨脹惜の稲算値を凍仲!立と定義し、 これによる耐凍害性の評価法

を促案 し ている。 小林6 5 ) および凶分 6
6 ) も長さ変化が耐凍吉性の判定に有効であるこを

述べている。MaclnnisとLau 12)、V U 0 r i n e n 6 .， ) 、 Ri gan 日目) らは 1 サイクルの凍結局T.解作用

後の長さ変化で耐凍宮性の評価が可能であるとしている。

洪と長谷川!j 9 ) はコンクリー卜の凍結融解試験ノゴ法のJIS原案作成にあたって行った調

斉研究と試験方法に関する基本的な考え方を述べている。 その中で、 この試験方法は主と

してftìillコンクリー卜にmいる材料および配合の耐凍害性の適否を判断する一手段として

巧えており、 コンクリー卜の使用条件に合わせた凍結融解試験方法も考慮される必要性が

あるとしている。

1 .3本研究の 目 的

日比H.の研究結果にも指摘されているように、 コンクリート構造物の耐凍宮性に影響を及

ぼす 史-凶は使 m材料、 配合および施工 )3法に関 係する木来コンクリ ー 卜白身が有 し ている

内的要閃 (たとえば水セメント比、 空気国) と構造物が建設 さ れる地埋的条件による外的

要凶 (凍結および融解淑度、 乾燥および湿潤 作 間等) とに分けて考えることができる。

内(I(J袋Il-:Jについては、 実験室での促進試験(ASTM C666による場合が多\，))によって確認

されている点も多いが、 それらの中で何が重要な要因(key faclor)であるのか実験的か

っ数{!I'(解析がjに検討した研究例は級めて少ない。 外的要|対の影響に弔っては調資・研究が

まだ不卜分な段階である。

ノド研究では、 まずコンクリートの耐凍害性に及ぼす主要な要凶を既往の女IJ見および実験

的検討により{確定 し 、 これらの要闘の影響を取り込んだ実用的な耐久性指数推定式を求め

ることを第 -11的と し 、 次に、 この耐与147;性批定}j法がl�{r) Jの戸外袋路試験結果に応川

できるのか検討することを第三目的とした。 さらに、 凍結融解過程におけるコンクリ ト

供試体の制度・長さ変化関係および凍結水田;の測定方法を確立し、 この方法が凍害機構の

解釈および耐b;j:f 'i' H'_tの早期判定に有 JfJ であることを示すことを最終目 的としたD

1.4本論文の構成

本論文は5章から成る。

第1 京では、 本研究の背景について触れ、 コンクリ ー トの耐凍害性に関する既往の研究

および問題点をと り まとめ、 木研究の怠義と 目的に ついて述 べた。

す1 2章で は、 まず、 コンクリー卜の耐凍害性に及ぼすセメン卜、 付材、 混和剤等の品質、
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養生方法、 さらに、 単位水阜、 単位セメント阜、 水セメント比、 空気民等の配合条件を網

羅した実験を行い、 詳細にわたって検討した結果、 相i骨材の稀類、 空気問、 水セメント比

が耐凍害性評価の際の重要な内 的要|却であることを|リjらかにした。 次に 、 耐凍害性に及 ぼ

す外的要因の影響についても実験的に検討を加え、 供試{本の凍結最低制度、 乾煉度合、 境

分環境の有無が耐凍害性評価の際に考廊すべき重要な外的要閃であることを!り]らかにした。

さらに、 これらを考腐した実則的な耐久性指数の推定式を実験的かっ数仙解析的に求めた。

tf13章では、 冬WJに、 軽微な凍結融解作用が加わる大分県の下準ダムおよびかなり厳 し

い凍結括的平作mが生じる庄小牧市において十数年にわたりコンクリー卜試験休の戸外暴露

試験を実施し、 {日iJ日材料、 配合、 暴露条件等がコンクリート品質の経年変化に及ぼす影響

を検討した。 そ の結果、 相対動型ì1性係数 は ほとん どのコンクリ ー 卜試験 体おいて低 下して

おらず、 促進試験の場合のようには各要因の影響が認められないことを|切らかにした。 さ

らに、 第2章で求めた耐久性指数推定式に外的要悶の影響を考慮した暴露試験休の|耐凍害

性推定方法の妥当性を検討した。

mtl章では、 凍結融解作用におけるコンクリ ート試験休の劣化を判定する指標として長

さ変化の有用性を実験的に検討し、 次いで重要であるにもかかわらず開発されていなかっ

た凍結融解過程におけるコンクリ ー ト 供試 体の潟度 ・ 長さ変化関係 およびぷ 尤熱分析によ

る凍結 水量の測定装置 を製作し、 その機構と特徴を述 べた。 また、 この装問 がコンクリ ー

ト の凍害機構の研究および耐凍害性の早期判定に有効 であることを示 し た。

第5章は、 以 Lの各章における結論を 要約して総括と し た。
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